
さいたま新都心郵便局過労自死事件労働災害認定獲得についての声明 

 

埼玉労働者災害補償保険審査官は２０１７年１０月２６日付けで埼玉労働基準監督署長

が下した災害補償不支給決定について、被災者の精神障害の発病は業務上の原因であると

認め、その病から自殺に至ったと判断し、３月３１日付で監督署長の原処分を取り消し、

労働災害と認定した。２０１０年１２月８日被害者死亡から、「お父さんは悪くない。働く

ことは大切なこと」とおつれあいが子どもたちのために開始したたたかいはついに勝利を

勝ちとった。 

判断がくつがえったのは一点で、「達成困難なノルマ」の評価である。労基署長は営業目

標であり、未達成に対するペナルティがないことで心理的負荷を、「弱」とした。「ペナル

ティがない、そもそもノルマではない」は日本郵便の職場における年賀状等販売の厳しい

圧力を隠す常套句だ。しかし、審査官決定は、「多くの社員にとって達成困難だったとされ

る７０００枚から８０００枚程度の販売目標が課されたと認められることから、達成困難

なノルマが課されていたと認められる。しかしこの目標が未達成の場合、人事評価上のペ

ナルティがあったとまでは認められないことから、心理的負荷の強度は『中』程度と認め

られる」とした。そして、仕事内容と仕事量の変化による心理的負荷の強度を（労基署長

と同じく）「中」とし、この二つの出来事が近接して生じていることから業務による心理的

負荷の全体評価を「強」とした。 

発病が業務に起因しているとの判断であり、発病後の出来事は評価の対象からはずされ

ているが、審査官は被害者が死亡した当日の出勤者からヒアリングをおこない、当時の一

集課長が被害者を大声で詰問し、そのことも含めて飛び降りた原因であると思うという

生々しい証言が決定書に記されている。 

今回の決定は、広く報道されており日本郵便は、「社員が自殺したことを重く受け止め、

今後は社員の声に真摯に向き合うことを徹底していきます」とコメントしている。しかし、

これを上すべりの言葉だけで終わらせるわけにはいかない。昨年３月の大阪西局の悲痛な

事件など、「トヨタ生産方式」以来の自己責任追及の職場風土による犠牲者は後を絶たない。 

日本郵便はまず会社としての本件遺族への謝罪を行え。当時の一集課長はじめ常軌を逸

した圧力をかけた当事者の遺族に対する謝罪と厳正な処分を行え。被害者はじめ過重労働

の原因である「立ち作業」を根絶せよ。「事故事例研究会」など個人責任追及の職場管理を

根絶せよ。 

本件勝利の要因は、ご遺族４人の強い意志であり、弁護団の優れた指揮、そして支援の

力によるものだ。困難といわれた多数の証拠・証言を集め、郵政ユニオンは全国の支部機

関紙を集中して厳しい職場実態を暴き出した。私たちはやりきった。今度は会社が根本的

な転換が行えるのかが問われている。 

                            ２０２０年４月６日 
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